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（資料出所）2020年までの人口は総務省「人口推計」（各年10月１日現在）、高齢化率および生産年齢人口割合は、2020年は総務省「人口推計」、それ以外は総務省「国勢調査」、
2020年までの合計特殊出生率は厚生労働省「人口動態統計」、
2025年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」（出生中位（死亡中位）推計）を基に、厚生労働省労働基準局労働条件政策課において作成

12,615万人

日本の人口は、減少局面を迎えている。今後は「15～64歳」の現役世代の減少が更に進む見込み。
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日本の人口ピラミッドの変化

・団塊の世代が全て75歳となる令和７（2025）年には、65歳以上が全人口の30％となる。
・令和22（2040）年には、人口は１億1,092万人に減少し、65歳以上は全人口の35％となる。

（資料出所）総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」（出生中位（死亡中位）推計）を基に、厚生労働省労働基準局労働条件政策課において作成
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令和22（2040）年までの人口構造の変化

・65歳以上人口は、平成12（2000）年から令和７（2025）年にかけて急増。令和７（2025）年から令和22（2040）年
にかけては増加が緩やかになる。

・20歳～64歳人口は、令和７（2025）年から令和22（2040）年にかけて減少が更に進む。

（資料出所）総務省「国勢調査」「人口推計」（各年10月１日現在）（2021年まで）
国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」（出生中位（死亡中位）推計）（2016年以降）を基に、厚生労働省労働基準局労働条件政策課において作成
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（資料出所）（独）労働政策研究・研修機構「早わかり グラフでみる長期労働統計」（https://www.jil.go.jp/kokunai/statistics/timeseries/html/g0204.html、2022年７月４日更新）を基
に、厚生労働省労働基準局労働条件政策課において作成

産業別就業者数の推移

非製造業（第三次産業）での就業者が増加。
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GDP（国内総生産）に占める第三次産業の構成比の推移

第三次産業（サービス産業）がGDP（国内総生産）に占める割合は、昭和45（1970）年が全体の約５割であったのに対し、現

在では全体の約７割に高まってきている。
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7（資料出所）総務省統計局「サービス産業動向調査年報（2021年）（令和３年）「付録１ サービス産業動向調査の沿革」」を基に、厚生労働省労働基準局

労働条件政策課において作成



主要国の一人当たり名目GDP

日本の一人当たりの名目GDPは、令和３（2021）年には３万9,803ドルとなった（OECD加盟国の中で第20位）。
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（注）日本以外のOECD加盟国（上記のうち中国、ロシア、ブラジル、インド以外の各国）：OECD「Annual National Accounts Database」（令和４年12月現在）
日本：経済社会総合研究所推計値（円の対ドルレートは、東京市場インターバンク直物中心相場の各月中平均値の12か月単純平均値を利用。名目GDP（ドルベース）は、四半期推計値（円ベース）を四半
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ロシア、ブラジル、インド：世界銀行 “World Development Indicators Database”

（資料出所）内閣府「2021年度（令和３年度）国民経済計算年次推計（フロー編）」を基に、厚生労働省労働基準局労働条件政策課において作成 8
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（注）各年９月調査の数値を引用

・近年では女性・高齢者の労働参加が進んだこともあり、労働力人口・就業者数は令和元（2019）年まで増加傾向。令和２（2020）

年以降はコロナの影響により増加傾向に鈍化がみられる。

・人手不足の状況は、コロナ禍で一時的に過剰方向となった後、産業間で差がみられつつ不足感が高まり、令和４（2022）年に入り

更に人手不足感が高まっている。
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（資料出所）総務省「労働力調査（基本集計）長期時系列データ」を基に、厚生労働省労働基準局

労働条件政策課において作成

労働力人口の推移と人手不足の動向

（資料出所）日本銀行「全国企業短期経済観測調査」（2022年12月）を基に、厚生労働省労働

基準局労働条件政策課において作成
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・転職者数や入職率・離職率の推移をみると、コロナ禍では労働移動の鈍化がみられる。
・転職者数は、平成22（2010）年以降、増加傾向にあり、平成28（2016）年以降は300万人を越える水準で推移しているもの

の、コロナの影響により足下では減少している。
・入職率・離職率の推移をみると、平成25（2013）～令和元（2019）年は入職率が離職率を上回る水準で推移したものの、コ

ロナの影響により令和２（2020）年は入職率・離職率ともに大きく低下している。

転職者数・入職率・離職率の推移

入職率・離職率の動向転職者数（１年以内）の動向

（資料出所）総務省「労働力調査（詳細集計）長期時系列データ」を基に、厚生労働省労働基準局

労働条件政策課において作成

（資料出所）厚生労働省「令和３年雇用動向調査」を基に、厚生労働省労働基準局労働条件政策課

において作成
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年齢階級別の転職入職率の推移

・転職入職率の推移をみると、全体は概ね10%前後で推移している。
・年によって変動はありつつも、経年でみて20代の転職入職率が高い。

（注）転職入職率とは、常用労働者数に対する転職入職者（入職者のうち、入職前１年間に就業経験のある者）数の割合をいう。

年齢階級別転職入職率 ＝ 年間転職入職者数／１月１日現在の常用労働者数×100％ （資料出所）厚生労働省「令和３年雇用動向調査」を基に、厚生労働省労働基準局労働条件政策課において作成
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企業規模別の労働移動の現状

・入職者に占める転職者の割合は、全体で平成３（1991）年～平成18（2006）年にかけてやや上昇した後、６割程度を横ばいに
推移している。

・企業規模別でみると、規模が小さいほど入職者に占める転職者の割合が高い傾向にあるが、近年は企業規模300人以上の企業に
おいて上昇傾向。
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（資料出所）厚生労働省「令和３年雇用動向調査結果」を基に、厚生労働省労働基準局労働条件政策課において作成

（注）入職者とは、調査対象期間中に事業所が新たに採用した者をいう。
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平均給与の推移

１年を通じて勤務した給与所得者の平均給与の推移をみると、令和３（2021）年分は約443万円となっており、平成14

（2002）年分とほぼ同じになっている。

（資料出所）国税庁「民間給与実態統計調査」を基に、厚生労働省労働基準局労働条件政策課において作成

平均給与の推移（１年を通じて勤務した給与所得者）
（万円）

448 

443 

548 545 

278 

302 

0

100

200

300

400

500

600

計 男 女

（注）「平均給与」とは、給与支給総額を給与所得者数で除したものである。
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年齢階級別平均給与の推移

59歳までは、年齢が高くなるほど、平均給与が高くなる傾向に大きな変化はない。

（資料出所）国税庁「民間給与実態統計調査」を基に、厚生労働省労働基準局労働条件政策課において作成

年齢階級別平均給与の推移（１年を通じて勤務した給与所得者）（万円）
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給与階級別給与所得者の構成比の推移

給与所得者（１年を通じて勤務した給与所得者）の構成比の推移をみると、一貫して300万円超400万円以下の階級が

多く、400万円以下の層が５割を占める。

（資料出所）国税庁「民間給与実態統計調査」を基に、厚生労働省労働基準局労働条件政策課において作成
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（注）給与とは、年間の支給総額（給与・手当及び賞与の合計額をいい、給与所得控除前の収入金額である。）で、通勤手当等の非課税分は含まない。 16



雇用形態別雇用者数の推移

正規の職員・従業員は６割、パート・アルバイトが３割弱を占める。

（資料出所）総務省統計局「労働力調査（詳細集計）長期時系列データ」を基に、厚生労働省労働基準局労働条件政策課において作成

（万人）

（注１）「契約社員」、「嘱託」については、調査票の変更に伴い表章項目を2013年から「契約社員・嘱託」を「契約社員」、「嘱託」に分割している。

（注２）割合は、「正規の職員・従業員」と「非正規の職員・従業員」の合計に占める割合を示す。
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（25.9%）
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（5.0%）
（2.0%）

（70.6%）

（21.3%）

（0.9%）

（4.7%）
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従業者規模別雇用者数（非農林業）の推移

従業者規模別雇用者数の推移をみると、500人以上規模の企業の雇用者数が増加傾向にある一方で、１～29人規模

の企業の雇用者数が減少傾向にある。

1493

884
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1888
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1～29人 30～99人 100～499人 500人以上

（資料出所）総務省「労働力調査（基本集計）長期時系列データ」を基に、厚生労働省労働基準局労働条件政策課において作成

（万人）

（年）
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年代ごとの人事労務管理の特徴と経済環境

年代 1946～

1960

1961～

1970

1971～

1990

戦後立上り期 高度成長期 中成長期 後退期 低成長期 再生期

・輸出による成長 ・大量生産 ・オイルショック

・円高

・バブル崩壊

・デフレ

・海外シフト ・事業構造変化

・コロナ禍不況

・職工身分制度が労

使協調で緩和

・資格制度 ・職能資格制度 ・目標管理制度
・コンピテンシー

評価
・複線型人事制度
・役割等級制度

・グローバルグ

レード
・定年延長

・同一労働同一賃金
・働き方改革
・テレワーク

「三種の神器」が

確立

・終身雇用

・年功序列

・企業内労働組合

主に年齢による

処遇

年齢や能力による

処遇

成果主義人事の導入

・グローバル基準

デジタル化の進展

成長段階

国内経済

人事労

務管理

主な

特徴

（資料出所）HRプロ「日本型雇用の先にある人事の姿とは？【第２回】古典理論から見えてくる今の姿」（https://www.hrpro.co.jp/series_detail.php?t_no=2322）を基
に、厚生労働省労働基準局労働条件政策課において作成

1991～

2000

2001～

2020

2021～

いわゆるジョブ型

雇用への関心
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賃金制度（体系）の状況

（資料出所）（公財）日本生産性本部「第16回 日本的雇用・人事の変容に関する調査結果」（2019年５月）を基に、厚生労働省労働基準局労働条件政策課において作成

・賃金制度（体系）については、管理職層、非管理職層ともに役割・職務給の導入率が増加。
・非管理職層においては、年齢・勤続給の導入率が減少。
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47.1

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

99年 00年 01年 03年 05年 07年 09年 13年 16年 18年

非管理職層の賃金制度（体系）導入状況
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（％）（％）
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国際比較を通してみた日本

・日本は、「就業率」や「失業率」などの指標は良い一方、労働時間や仕事の内容等に関する決定権等で計られる「仕事上の重

荷」という指標や「労働生産性成長率」はOECD平均を下回っている。

（注）就業率：生産年齢人口（20-64歳）に占める就業者の割合（％）。不稼働労働：在学中で雇用されていない青少年（15-29歳）を除く、15歳から64歳までの人口のうち、非活動者、失業者及び非自発的パートタイム労働者

の占める割合（％）。収入の質：不平等度を調整し、また購買力平価調整後の時給ベースのドル換算総収入。労働市場の不安定性：失業時に予測される金銭的損失が以前の収入に占める割合。（「損失」は失業のリスクや

予想される失業の長さ、失業者への政府からの給付により計られる）仕事上の重荷：仕事上の要求が高い（労働時間が長い、労働密度が高い、危険な環境で働く等）上、それを達成するために必要なリソース（仕事の内容

や方法の決定権や教育訓練の機会、同僚や上司からのサポート）が不足している仕事に就く労働者の割合。労働生産性成長率：労働者一人当たりの年平均生産性成長率（2010-16年）

（資料出所）OECD「新たなOECD雇用戦略」（2018年）（https://www.oecd.org/japan/jobs-strategy-JAPAN-JP.pdf）を基に、厚生労働省労働基準局労働条件政策課において作成

最下位 最上位
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日本企業の従業員エンゲージメントは、世界全体でみて低い。

従業員エンゲージメントの国際比較

（資料出所）GALLUP ”State of the Global Workplace 2022”（2022年）を基に、厚生労働省労働基準局労働条件政策課において作成

（注）「従業員エンゲージメント」は、従業員の仕事や職場への関与・熱中の度合いで、「会社の使命又は目的により、自分の仕事は重要だと思う」等の12個の質問を元にGALLUPが算出したもの。回答

者は、雇い主に雇われている15歳以上の従業員。

21％

33％

27％

24％
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20％

17％
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CIS
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日本
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高度な教育を受けた労働者を誘致・維持する魅力度

高度な教育を受けた労働者の日本に対する魅力度は、38カ国中22位となっている。

順位 国名

１ ニュージーランド

２ スウェーデン

３ スイス

４ オーストラリア

５ ノルウェー

６ ルクセンブルク

７ イギリス

８ アメリカ

９ オランダ

10 カナダ

22 日本

高度な教育を受けた労働者を誘致・維持する魅力度

（注）「高度な教育を受けた労働者」とは、修士や博士の資格を持つ労働者をいう。

（資料出所）OECD “Indicators of Talent Attractiveness”（Talent Attractiveness 2023 - OECD（令和５年３月15日アクセス））を基に、厚生労働省労働基準局労働条件政策課において作成 23
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人生100年時代で企業が予測していること
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企業が雇用管理を定める場合にイメージする「人生100年時代」としては、従業員の勤続がより長期化するとともに、従業員の

介護負担の増加などから働き方への配慮がより求められるといった内容であった。

（資料出所）独立行政法人労働政策研究・研修機構「人生100年時代のキャリア形成と雇用管理の課題に関する調査」（2020年12月）を基に、厚生労働省労働基準局労働条件政策課において作成

（％）

（注１）企業に対する調査で複数回答。
（注２）表章事項は簡略化しており、調査では、従業員の勤続年数が長くなる／介護を担う従業員が増え働き方への配慮がより求められる／労働時間の短い仕事への就業希望が強まる／従業員の転職が多くなる／
兼業・副業など他の企業で働く従業員が増える／職業能力開発など従業員の自らのキャリア設計への関心が高まる／ボランティアなど社会貢献活動への参加に関心が強まる／従業員の就学意欲が強まる、とされている。
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人生100年時代に求められる能力
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これまで重視してきた能力と人生100年時代に求められる能力

これまで重視してきた能力 人生100年時代に求められる能力

企業が考える人生100年時代に求められる能力としては、「自ら考え、行動することのできる能力」、「柔軟な発想で新しい考

えを生み出すことのできる能力」等の割合が高くなっている。

（資料出所）独立行政法人労働政策研究・研修機構「人生100年時代のキャリア形成と雇用管理の課題に関する調査」（2020年12月）を基に、厚生労働省労働基準局労働条件政策課において作成

（％）

（注）企業に対する調査で複数回答。

26



企業の情報開示の概況（施策実施と情報開示の関連）

・情報開示が最も進んでいるものは「女性社員活用」であり、それに続くのが「仕事・介護両立支援」と「仕事・育児両立支

援」といったワークライフバランス関連。

・「有給取得促進」と「残業削減」からなる労働時間分野は、取組状況はワークライフバランス関連と遜色がないものの、情報

開示はやや遅れている。

（資料出所）独立行政法人労働政策研究・研修機構「企業の人的資産情報の『見える化』に関する研究」（2018年12月）を基に、厚生労働省労働基準局労働条件政策課において作成 27



日本国内株への投資を行う際に、「労働関係の法令違反の有無」、「人材育成・教育訓練の取り組み」を考慮する機関投資家

の割合が高い。

日本国内株への投資の際に考慮する企業の人材育成関連の情報

（％）

51.8

36.5

25.3

20.6

14.1

12.4

0.6

31.8

0.6

0 10 20 30 40 50 60

労働関係の法令違反の有無

人材育成・教育訓練の取り組み

労働時間の柔軟性等の働きやすい職場作りの取り組み

安全・健康など快適な職場作りの取り組み

ポジティブアクションなどダイバーシティへの取り組み

両立支援などワークライフバランス推進のための取り組み

その他

特にない

無回答

（注）機関投資家に対して調査したもの。

（資料出所）独立行政法人労働政策研究・研修機構「企業の人的資産情報の『見える化』に関する研究」（2018年12月）を基に、厚生労働省労働基準局労働条件政策課において作成 28



・機関投資家の「開示要望比率」（「ぜひ開示」+「開示されていれば参考」）は、「メンタルヘルスによる休職者数」

（59.4％）、「労働時間、勤務場所の柔軟化」（59.4％）、「従業員の健康維持・増進」(58.8％)、「従業員のキャリア

形成」（57.1％）が相対的に高い。

機関投資家が開示してほしい人事施策・CSR関連情報

（資料出所）独立行政法人労働政策研究・研修機構「企業の人的資産情報の『見える化』に関する研究」（2018年12月）を基に、厚生労働省労働基準局労働条件政策課において作成
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メンタルヘルスによる休職者数

労働時間や勤務場所の柔軟化の取り組み

従業員の健康維持・増進に対する取り組み

従業員のキャリア形成に対する支援

国籍を問わない人材登用の取り組み

女性管理職比率

非正社員から正社員への転換の支援

「健康経営銘柄・優良法人ホワイト500」リストに掲載

高齢者雇用の取り組み

母親の育児休業取得の実績

障害者雇用の取り組み

育児休業からの復職支援

介護休業中の従業員に対する支援

介護休業取得の実績

「なでしこ銘柄」リストに掲載

父親の育児休業取得の実績

ぜひ開示してほしい 開示されていれば参考にする あまり重要ではない 不要である 無回答
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保健衛生・社会事業

2020

情報通信業

建設業
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サービス業

（参考）電子部品・デバイス

1995

（参考）輸送用機械

1995

製造業

卸売・小売業

・労働生産性が高い産業での就業者数の大きな増加はみられていない。

・産業別に労働生産性（１時間当たり）と就業者数の長期的な推移をみると、「製造業」では、就業者数は減少しているが労働

生産性は上昇している。「情報通信業」では、就業者数の変化はほぼみられない中で労働生産性が大幅に上昇している。

労働生産性と就業者数の推移（1 9 9 5 - 2 02 0年）
（労働生産性, 万円）

（就業者数, 万人）

中期的な労働需要の変化（産業別の就業者数の変化）

（資料出所）内閣府「国民経済計算」を基に、厚生労働省労働基準局労働条件政策課において作成

1995

2020

2020

2020

2020

1995

2020

（注）労働生産性＝実質国内総生産（産業別）／（就業者数（産業別）×労働時間数（産業別））
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スキル別就業者割合の変化（国際比較）

・高スキル職業や低スキル職業の就業者割合が増加する一方、中スキル職業の就業者割合は減少している。

・他方で、日本は、ドイツ、アメリカ等と比べて、高スキル職業の増加幅も、中スキル職業の減少幅も小さい。

（資料出所）内閣府「平成30年度 年次経済財政報告」（2018年）を基に、厚生労働省労働基準局労働条件政策課において作成

スキル別就業者割合の変化（1995年→2015年）
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OECD平均 ドイツ アメリカ 日本

（注１）OECD（2017）”Employment Outlook 2017”, OECD.Statにより作成。

（注２）ISCO-88分類に従い、「高スキル」職業は「管理職」「専門職」「技師、准専門職」、「中スキル」職業は「事務補助員」「技能工及び関連職業の従事者」

「設備・機械の運転・組立工」、「低スキル」職業は「サービス・販売従事者」「単純作業の従事者」とした。日本については1995年から2010年の値。

（％ポイント）
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AI等の新技術による雇用への影響

・専門性の高い職業やコミュニケーションを必要とする職業等の増加が見込まれている一方、一般事務や総務・人事・経理

等の定型業務が多いと思われる職業の減少が予想されている。

・同様に、会計・財務・税務、定型的な書類作成、労務管理、スケジュール調整、製造・組立等、上記同様、定型的な業務

を中心に代替希望が強い。
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（注２）「第4次産業革命の中の日本～情報は国家なり～」（日本経済研究センター、2017年）、「働き方・教育訓練等に関する企業の意識調査」（内閣府、2018年）により作成。
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（資料出所）内閣府「平成30年度 年次経済財政報告」（2018年）を基に、厚生労働省労働基準局労働条件政策課において作成

（注１）「増える見込みの仕事」「減る見込みの仕事」について、「事務系専門職」は調査分析・

法務など、技術系専門職は研究開発・システム設計などを指す。なお、「事務系専門職」、「接客、

対人サービス」については、増える見込みと回答した企業と、減る見込みと回答した企業の双方が

存在するため、両者に登場している。

33



新技術と柔軟な働き方の関係

・AI等を活用している企業や、新技術に対応した組織改編等を行っている企業において、柔軟な働き方を積極的に導入している

傾向がある。

（％）
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（資料出所）内閣府「平成30年度年次経済財政報告」（2018年）を基に、厚生労働省労働基準局労働条件政策課において作成

（注１）「働き方・教育訓練等に関する企業の意識調査」（内閣府、2018年）により作成。

（注２）「AI等活用」とは、「AIの活用」又は「ビッグデータ・IoTの活用」、「組織改編等」とは、「ICT専門の総括責任者の設置」、「ICTに対応した組織の改
編」又は「新技術導入・活用に関する中期計画の作成」と回答をしている企業を指す。また、「両方」とは、「AI等活用」かつ「組織改編等」を実施して
いる企業を指す。

（注３）「わからない・不明」や「わからない」を除いて集計している。
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アウトソーシングの現状

・アウトソーシングを行っている企業割合の推移をみると、製造委託以外の業務委託が増えている。

・環境・防犯関連、物流関係、税務・会計、情報処理といった専門的なサービスが外部委託されている。その他にも、一般

事務処理といった定型的な業務や、研究開発関連の高度な業務等幅広い分野で外部委託が進んでいる。

（注）製造委託以外の業務別外部委託企業比率＝製造委託以外業務の各項目について外部委託

を行っている企業数／製造委託以外の外部委託を行っている企業数（総数）

42.0

43.0

44.0

45.0

46.0

47.0

48.0

49.0

50.0

51.0

52.0

2016 17 18 19 20

外部委託をしている企業割合
（％）

（年度）

製造委託以外外部委託企業割合

製造委託企業割合

（％）

（資料出所）経済産業省「経済産業省企業活動基本調査」（2021年）を基に、厚生労働省労働基準局労働条件政策課において作成
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・産業では「情報通信業」などで、企業規模別では企業規模が大きいほど導入率が高い。

・総務省「通信利用動向調査」により、テレワーク導入状況の推移をみると、令和２（2020）年は前年から大幅に割合が上昇

しており、令和３（2021）年もその割合が維持されている。

・令和２（2020）年８月末時点において、産業別にみると、「情報通信業」などでテレワークを導入している企業の割合が高

く、企業規模別にみると、企業規模が大きいほど導入している割合が高くなっている。

テレワーク導入状況
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（単位：％）

（単位：％）

（資料出所）総務省「令和３年通信利用動向調査」（2022年５月）を基に、厚生労働省労働基準局労働条件政策課において作成

テレワークとは、貴社建物から離れたところに居ながら、通信ネットワークを活用
することにより、貴社建物内で勤務する場合とほぼ同等の仕事ができる勤務形態のこ
とです。具体的には以下の形態があります。
在宅勤務

終日在宅勤務のほか、１日の勤務時間のうち、一度オフィスに出勤、もしくは顧客
訪問や会議参加などをしつつ、一部の時間は自宅で業務を行う「部分在宅勤務」も該
当します。
サテライトオフィス勤務

所属するオフィス以外の他のオフィスやシェアオフィス、コワーキングスペース、
遠隔勤務用の施設を就業場所とする働き方。
モバイルワーク

営業活動などで外出中に作業する場合。営業職などの従業員がオフィスに戻らずに
移動中の交通機関や駅・カフェなどでメールや日報の作成などの業務を行う形態も該
当します。

テレワークの定義
（総務省（令和３年）通信利用動向調査 調査票《企業用》問４より）
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テレワーク実施率の推移（地域別）

（資料出所）内閣府「第５回 新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」（2022年７月）

就業者のテレワーク実施率を地域別にみると、令和３（2021）年４月以降は東京都23区で５割台、地方圏で２割台の水準で
推移している。
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テレワークの実施率推移（業種別）

（資料出所）内閣府「第５回 新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」（2022年７月）

就業者のテレワーク実施率を業種別にみると、「情報通信業」、「電気・ガス・水道業」などで実施率が高い。
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緊急事態宣言発出前後の労働者代表の有無とテレワークに関する状況

・緊急事態宣言発出前後ともに労働者代表がいなかったとき、テレワーク実施割合は低い。

・生産性については、緊急事態宣言発出前に労働者代表がなくても、発出後に労働者代表が存在したことで21.3％が生産性は向上

したと回答している。

・仕事満足についても、労働者代表が存在している場合に高くなっている。特に、発出前になかった労働者代表が緊急事態宣言

発出に伴い新たに設置されたケースでは、仕事満足割合は高い。

（資料出所）「テレワークによる生産性向上や仕事満足にも労働者代表は必要だ 玄田有史」（https://www.works-i.com/project/coronashock/column/detail006.html）を基に、厚生労働省労働基準局

労働条件政策課において作成

（※）労働者代表：労働者の利益を代表して交渉してくれる組織や手段
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雇用形態別副業の有無

・正規雇用では副業を持っている割合は小さいが、持ちたいと希望している割合は大きく、半数を超える。

・非正規雇用でも「副業を持ちたいが持っていない」とする割合が大きく、５割近くを占める。

（資料出所）内閣府「満足度・生活の質に関する調査報告書2022 ～我が国のWell-beingの動向～」（2022年７月）を基に、厚生労働省労働基準局労働条件政策課において作成
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勤務先の副業制度

・正規雇用では副業を持つことを禁止されている割合が大きく、非正規雇用では自身の勤め先で副業を持つ制度があるかどうか

を認知していない割合が大きい。
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（資料出所）内閣府「満足度・生活の質に関する調査報告書2022 ～我が国のWell-beingの動向～」（2022年７月）を基に、厚生労働省労働基準局労働条件政策課において作成
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年収別副業の有無

・年収別に副業に関する意識をみると、年収が低い層で副業を保有する割合が大きい。

・年収が高い層で副業を持ちたいと思わない層の割合が大きい。
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（資料出所）内閣府「満足度・生活の質に関する調査報告書2022 ～我が国のWell-beingの動向～」（2022年７月）を基に、厚生労働省労働基準局労働条件政策課において作成
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副業動機（従業員側調査）

・副業動機の中で最も高い項目は「副収入（趣味に充てる資金）を得たいから」で70.4％。
・大きく６つに分類した副業動機を相対的に比較すると「収入補填」が最も高い。

（資料出所）パーソル総合研究所「第二回 副業の実態・意識に関する定量調査」（2021年８月）

（注）分析対象とする副業の定義（下記のすべてを満たすこと）

・現金収入であること（ポイントによる報酬などは除外）

・１ヶ月間あたりで、何らかの副業の労働時間が発生していること

・法人、または個人から報酬や代金の授与が発生すること（資産運用は除外） 44
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就業価値観の推移（就労者のみ）

・過去20年にわたる就業価値観の変化をみると、会社の発展のために尽くすといった意識は減少傾向にあり、ワークライフバ

ランスへの意識が高まってきている。

・一方、７割が現在の業務に満足していると回答している。
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（％）

（資料出所）NRI「生活者１万人アンケート調査」（2000年、2006年、2012年、2018年、2021年）を基に、厚生労働省労働基準局労働条件政策課において作成
（注）「そう思う」「どちらかといえばそう思う」「どちらかといえばそうは思わない」「そうは思わない」の４段階の選択肢のうち、「そう思う」「どちらかといえばそう思う」の合計を示している。 46



テレワーク実施者・非実施者における就業価値観の違い（正社員のみ、20代
～50代）

テレワーク業務の実施者は、会社への貢献意識や余剰時間を活用した資格取得への意向が高く、就業への満足度が高い。
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（資料出所）NRI「生活者１万人アンケート調査」（2021年）を基に、厚生労働省労働基準局労働条件政策課において作成

（注）「そう思う」「どちらかといえばそう思う」「どちらかといえばそうは思わない」「そうは思わない」の４段階の選択肢のうち、「そう思う」「どちらかといえばそう思う」の合計を示している。
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意思決定の際は、正確性よりも迅速性を重視する

個々の人材のもつ専門性が強みとなっている

リスクをとり、チャレンジングな事業成長を目指している

若く新しい企業である

0% 20% 40% 60% 80% 100%

個人の生活をサポートする制度（休暇制度や各種手当な

ど）はないが、給与は高い

評価の良し悪しによって給与が大きく変化する

給与は高いが、個人間で待遇に大きく差がついたり、降

格になったりする可能性は大きい

自社と社会の利害が対立したとき、自分の利益を優先す

る

幅広い顧客と関係を築いている

経営者主導で事業運営が行われている

意思決定の際は、迅速性よりも正確性を重視する

企業固有の技術や商品、ブランド、ノウハウなどが強み

となっている

安定し、確実な事業成長を目指している

歴史や伝統がある企業である

B・計

働きたい組織の特徴①【経営スタイル・貢献と報酬の関係】（大学生）

・大学生に働きたい組織の特徴を調査した結果、「若く新しい企業」よりも、「歴史や伝統がある企業」が支持されている。
・また、「リスクをとり、チャレンジングな事業成長を目指している」ことよりも、「安定し、確実な事業成長を目指している」こ

とが支持されている。

（資料出所）（株）リクルート就職みらい研究所「大学生・大学院生の働きたい組織の特徴（2022年卒）」（2021年11月30日）を基に、厚生労働省労働基準局労働条件政策課において作成

A・計

（注）各項目について、A / B の対立意見について、「 A 」「どちらかといえば A 」「 B 」「 どちらかといえば B 」の 4 つの 選択肢の中から自身の考えとして当てはまるものを、 1 つ回

答する形式で聞いたもの。「 A 」「どちらかといえば A 」をあわせた「 A ・計」、「 B 」「どちらかといえば B 」をあわせた「 B ・計」を示している。
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働きたい組織の特徴②【成長スタイル・ワークスタイル】（大学生）

・大学生に働きたい組織の特徴を調査した結果、「短期で成長できるが、体力的・精神的なストレスもかかる」よりも、
「短期での成長はしにくいが、体力的・精神的なストレスがかからない」が支持されている。
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29.3 
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57.6 

38.4 

40.2 

33.7 

26.5 

70.7 

27.3 

29.0 

42.4 

仕事のやり方に明確な型がなく、個人の自由や裁量

に任される

あまり知られていない企業（組織）だが、主役感の

ある仕事ができる

特定の信頼できる人と、深い人間関係を築ける

周囲と比べ、自分が主役として活躍できる

短期での成長はしにくいが、体力的・精神的なスト

レスがかからない

その会社に属していてこそ役に立つ、企業独自の特

殊な能力が身につく

個人が試行錯誤を行うことで成長する

これまでの経験（学業など）とは無関係に、ゼロか

ら学べる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

仕事のやり方の型が明確で、それに則ることが期待され

る

個人の裁量権は小さいが、ステータス感のある企業（組

織）で働ける

幅広く多様な人と、人間関係を築ける

周囲に優秀な人材が多く、刺激を受けられる

短期で成長できるが、体力的・精神的なストレスもかか

る

どこの会社に行ってもある程度通用するような汎用的な

能力が身につく

会社のもつノウハウや型を学ぶことで成長する

これまでの経験（学業など）を活かして成長できる

A・計 B・計

（資料出所）（株）リクルート就職みらい研究所「大学生・大学院生の働きたい組織の特徴（2022年卒）」（2021年11月30日）を基に、厚生労働省労働基準局労働条件政策課において作成

（注）各項目について、A / B の対立意見について、「 A 」「どちらかといえば A 」「 B 」「 どちらかといえば B 」の 4 つの 選択肢の中から自身の考えとして当てはまるものを、 1 つ回

答する形式で聞いたもの。「 A 」「どちらかといえば A 」をあわせた「 A ・計」、「 B 」「どちらかといえば B 」をあわせた「 B ・計」を示している。
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働きたい組織の特徴③【ワークスタイル・コミュニケーションスタイル】（大学生）

・「全国や世界など、幅広い地域で働く」よりも「特定の地域で働く」が支持されている。
・「自分のやりたいことを起点に、個人のイニシアティブで働くことが求められる」よりも「組織の目的や目標に向けて、チームで

働くことが求められる」が支持されている。
・「仕事と私生活は区別なく、一体として働ける」よりも「仕事と私生活のバランスを自分でコントロールできる」が支持されてい

る。
・「コミュニケーションは希薄で、個人の自由に任せる」よりも「コミュニケーションが密で、一体感を求められる」が支持されて

いる。
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15.0 

54.9 

24.5 

23.9 
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コミュニケーションは希薄で、個人の自由に任せる

ドライな人間関係で、プライベートでは関わりがない

仕事と私生活は区別なく、一体として働ける

特定領域の仕事を長期間、継続的に担当する

自分のやりたいことを起点に、個人のイニシアティブ

で働くことが求められる

オフィスは雑然としており、散らかっているが、規律

にはあまりうるさくない

全国や世界など、幅広い地域で働く

一人で完結する仕事の割合が多い

0% 20% 40% 60% 80% 100%

コミュニケーションが密で、一体感を求められる

ウェットな人間関係で、プライベートも仲が良い

仕事と私生活のバランスを自分でコントロールできる

様々な仕事を、短期間で次々に経験する

組織の目的や目標に向けて、チームで働くことが求められ

る

オフィスはきれいで、整然としているが、個人にもそれを

維持する規律が求められる

特定の地域で働く

多くの人を巻き込んで行う仕事の割合が多い

A・計 B・計

（資料出所）（株）リクルート就職みらい研究所「大学生・大学院生の働きたい組織の特徴（2022年卒）」（2021年11月30日）を基に、厚生労働省労働基準局労働条件政策課において作成

（注）各項目について、A / B の対立意見について、「 A 」「どちらかといえば A 」「 B 」「 どちらかといえば B 」の 4 つの 選択肢の中から自身の考えとして当てはまるものを、 1 つ回答する形式で聞いたもの。「 A 」「どちらかと

いえば A 」をあわせた「 A ・計」、「 B 」「どちらかといえば B 」をあわせた「 B ・計」を示している。



若者の労働価値観

若者（中学生、高校生、大学生）の労働価値観について、
・「外的報酬に対する欲求」に関して、より高い報酬を得たいという欲求は強い傾向にある。
・「内的報酬に対する要求」は、外的報酬に対する欲求と比べて総じて強い。
・「ハードワークに対する許容度合い」においては、許容度が低い傾向にある。特に、「やりたい仕事であれば精神的にきつく

ても仕方がない」と思わない若者は、他の２設問に比べて相対的に多い。

7.0 

10.0 

10.7 

25.5 

32.5 

27.4 

18.6 

8.4 

11.7 

20.6

27.1

27.4

36.8

37.8

40.8

39.3

26.2

34.5

35.4

36.5

37.5

29.5

23.6

25.3

31.3

41.9

31.1

23.1

18.5

17.7

5.8

4.4

3.6

8.3

16.6

16.1

13.9

7.9

6.7

2.4

1.7

2.9

2.5

6.9

6.6
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やりたい仕事であれば精神的にきつくても仕方がない

やりたい仕事であれば体力的にきつくても仕方がない

やりたい仕事であれば仕事以外の時間が削られても仕方がない

自己成長のために働くことが重要だ

興味・好奇心を追求して働くことが重要だ

自分の能力やスキルを活かすために働くことが重要だ

より高い報酬を得るために働くことが重要だ（給与の他諸手当、福利厚生含む）

終身雇用を前提とした組織に勤めることが重要だ

出世・昇進のために働くことが重要だ

とてもそう思う ややそう思う どちらともいえない あまりそう思わない 全くそう思わない

（資料出所）日本総研「若者の意識調査（報告）ーESGおよびSDGs、キャリア等に対する意識ー」（2020年８月13日）を基に、厚生労働省労働基準局労働条件政策課において作成
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働く時間・場所の希望

・好きな時間に働く、好きな場所で働く、といった自由な働き方を希望する人は、この６年の間に20~30代社員で増加傾向。

特に20代前半には多く、令和４（2022）年には約52％が好きな時間、約44％が好きな場所で働くことを希望。

（資料出所）株式会社パーソル総合研究所「働く10,000人の就業・成長定点調査」に基づく「20代社員の就業意識変化に着目した分析」（2022年８月18日）
52



今後伸ばしたいスキル・能力

・雇用者が今後働く中で、具体的に伸ばしていきたい特定のスキルや能力を３つまで選んでもらったところ、「特にない」が最
も多く、次いで「ＩＴを使いこなす一般的な知識・能力」、「コミュニケーション能力・説得力」という結果であった。
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（％）

（資料出所）日本生産性本部「第12回働く人の意識に関する調査」（2023年１月27日）を基に、厚生労働省労働基準局労働条件政策課において作成 53
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自己啓発の目的

日本生産性本部調査（2023年１月）

自己啓発の実施状況

・雇用者の自発的な学習意欲は令和４（2022）年４月調査以降、緩やかながら低下し続けているが、大きな差はない。
・自己啓発を「行っている」「行っていないが、始めたいと思っている」者を対象に、その目的を複数回答で聞いたところ、「現在

の仕事に必要な知識・能力を身につけるため」が最も多く、次いで「将来の仕事やキャリアアップに備えて」が多くなっている。
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行っている 始めたいと思っている 特に取り組む意向はない

（％）

（資料出所）日本生産性本部「第12回働く人の意識に関する調査」（2023年１月27日）を基に、厚生労働省労働基準局労働条件政策課において作成 54



企業のリスキリングへの認識

・企業規模別にみてみると、従業員数1,001名以上の大企業では「取り組む必要がある」が86%となっており、301～1,000名の
中堅企業では71%となっている。300名以下の中小企業では、「取り組む必要がある」は64%となっており、企業規模が大き
いほどリスキリングに取り組む必要性があると感じている企業が多い。

・リスキリングに「取り組む必要はないと考える理由」については「他の優先課題がある」が最多で39％、次いで「事業戦略上
特に必要がない」が30％、「取り組みを進められる人材が社内にいない」が26%などとなっている。
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事業戦略上特に必要がない

他の優先課題がある

社員のリスキリングに取り組む必要がないと考える理由

（％）

（資料出所）ProFuture株式会社／HR総研「「リスキリング」に関するアンケート」（2022年11月17日）を基に、厚生労働省労働基準局労働条件政策課において作成
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管理職志向・専門職志向

・「どのポストまで昇進したいか」という問に対して、男女計で最も多かったのは「専門職＜スペシャリスト＞」（17.3％）、続

いて「どうでもよい」（16.0％）であった。

・男女差が大きく、昇進志向は低下しているものの男性で多い回答は「部長」（18.6％）、「社長」（18.4％）である一方、女性

で多い回答は「専門職＜スペシャリスト＞」（22.7％）、「どうでもよい」（19.0％）となっている。

（資料出所）日本生産性本部「平成31年度新入社員「働くことの意識」調査」（2019年６月27日）
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共働き・子育てへの意識

（資料出所）マイナビ「マイナビ2023年卒大学生のライフスタイル調査」（2022年）を基に、厚生労働省労働基準局労働条件政策課において作成
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・大学生の意識調査において、男女ともに共働き希望が増加しており、育児休業をとって積極的に子育てをしたい男性の割合も

年々増加している。



「心の病」の最も多い年齢層

・「心の病」の年代別割合について、令和元（2019）年までは10～20代が増加し、30、40代は横並びとなっていたが、直近で

は30代との回答が再び増加・両年代を10ポイント超上回り最多となった。

13.1

10.4 11.5 10.8
13.9

18.8 18.4

27.9

30.6
29.0

41.8

49.3

61.0

59.9 58.2

34.9

38.8

32.6

33.3
39.9

27.0

22.0

19.3

21.9
22.3

36.2

32.4

35.8

29.6
27.5

9.6

5.6

1.8 3.0
1.2

3.2 4.4 3.7
6.5

3.6

0

10

20

30

40

50

60

70

2002年 2004年 2006年 2008年 2010年 2012年 2014年 2017年 2019年 2021年

「心の病の最も多い年齢層」

10代～20代 30代 40代 50代以上

30代が再び

増加傾向

（％）

（資料出所）日本生産性本部「第10回「メンタルヘルスの取り組み」に関する企業アンケート調査」（2021年12月２日）を基に、厚生労働省労働基準局労働条件政策課において作成 58



仕事のやりがい別の満足度

・「総合主観満足度」（※現在の生活にどの程度満足しているか）、「雇用と賃金」及び「仕事と生活」への満足度すべてにお
いて、現在の仕事にやりがいを感じている人ほど、満足度は高い。

・仕事にやりがいを感じていない者（０～２点）と非常に仕事にやりがいを感じている者（８～10点）の満足度の差は非常に
大きく、仕事のやりがいが満足度に大きな影響を及ぼしている。
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（資料出所）内閣府「満足度・生活の質に関する調査」に関する第３次報告書（2020年４月）を基に、厚生労働省労働基準局労働条件政策課において作成

（注）「総合主観満足度」は「現在の生活にどの程度満足しているか」について、０点から10点の11段階で満足の度合を質問し、「全く満足していない」を０点、

「非常に満足している」を10点として集計したもの。

（仕事のやりがいの点数）
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仕事にやりがいを感じる要因

・具体的にどのようなことに仕事のやりがいを感じるのかを複数回答で尋ねたところ、「努力や成果が収入に反映されること」、
「お礼や感謝の言葉をもらうこと」、「仕事の成果を認められること」と回答した人の数が多かった。
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（資料出所）内閣府「満足度・生活の質に関する調査」に関する第３次報告書（2020年４月）を基に、厚生労働省労働基準局労働条件政策課において作成 60



年収階層と雇用賃金満足度

・年収が高いほど、雇用と賃金に対する満足度が高い。

（資料出所）内閣府「満足度・生活の質に関する調査報告書2022 ～我が国のWell-beingの動向～」（2022年７月）
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